(第４条関係)
　　年　　月　　日
　　社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会

会長　藤井　喜臣　
　様

　　　　〶

　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　㊞

　　年度鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金交付申請書

　　　年度鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金の交付を受けたいので、鳥取県補助金等交付規則第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

	補助事業等の名称
	　　年度鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金

	算定基準額
	　　　　　　　円（受験料）

	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　円（受験料の２分の１）

	添付書類
	　１　事業報告書（様式第１号）
　２　事業の実施を証する受験票その他の書類の写し

　３　支出額を証する領収書その他の書類の写し

　４　口座振込依頼書（様式第２号）



（注）１　算定基準額（受験料）に振込手数料は含みません。

　　　２　申請者が未成年の場合は、同意書（様式第３号）を添付してください。

様式第１号（第４条関係）

　　　　年度鳥取県手話検定等受験料助成事業報告書

１　事業の実施状況

	受　験　者

住所・氏名
	受験した検定

（該当するものに○）
	受験

した級
	受験日
	受験料

（単位：円）

	（申請者本人のみの場合は省略可）
	・全国手話検定試験

・手話技能検定


	　　級
	
	


（注）グループや企業等の申請の際は、上記内容を明記した一覧の添付でも可。
２　他の補助金等の活用状況
	他の補助金等の活用の有無
	有　　・　　無


（注）他の補助金等の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

　　　（補助金や助成金など名称の如何に関わらず、事業の実施に伴って交付されるものがあれば「有」としてください。）
　
　（他の補助金等の活用が「有」の場合）
	他の補助金等の名称
	

	所管団体（交付元）

の名称及び連絡先
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	交　　　付　　　額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


３　消費税の取扱い

	消費税の取扱
	・消費税法に規定する「事業者」である
（　一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　）
・消費税法に規定する「事業者」ではない

	
	一般課税事業者の場合
	・補助対象経費から仕入控除税額をすべて除いている
・補助対象経費から仕入控除税額を一部除いている
・補助対象経費から仕入控除税額を除いていない


（注）消費税の取扱いについて、該当するものに○をしてください。

　　　　一般課税事業者の場合であって、補助対象経費から仕入控除税額のすべて又は一部を除いている場合は、当該仕入控除税額を明らかにした書類（任意様式）を添付してください。
様式第２号（第４条関係）

口　座　振　込　依　頼　書
                                                      　　　年　　月　　日
　社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会
会長　藤井　喜臣　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞

　連絡先　　　　　　　　　　　　　　　
　鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金については、下記に振り込んでください。
記
	銀　行　名
	銀行　　　　　　　　　支店

	口座種別
	当座　　・　　普通

	口座番号
	

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 11(フリガナ),口座名義人)
	

	
	


様式第３号（第４条関係）

同　　意　　書
                                            　　　　年　　月　　日
私は、　　　　　（申請者氏名）の法定代理人として、　　　　　（申

請者氏名）が鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金に係る諸手続きを
行うことについて、同意します。

（法定代理人（親権者又は未成年後見人））

　　住所：
　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 
様式第４号（第５条関係）
                                                                       鳥社協発第　　号
　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　氏　　名　　　　印
　　　　　年度鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金交付決定兼額の確定通知書
　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項及び第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し、交付額を確定したので、規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通知します。
　
記
１　補助事業
　　本補助金の補助事業の内容は、申請書に記載のとおりとする。
２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額、交付決定額及び確定額は、次のとおりとする。
　　（１）算定基準額　　金　　　　　　　円
　　（２）交付決定額　　金　　　　　　　円

　　（３）確定額　　金　　　　　　　円
　　　
３　補助規程の遵守
　　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金交付要綱の規定に従わなければならない。
様式第５号（第６条関係）
年　　　月　　　日
社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会
会長　　藤　井　喜　臣　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）
年度鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金仕入控除税額確定報告書
　　　　年　　　月　　　日付第　　　　　　　　号により交付決定兼額の確定の通知があった鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金（以下「本補助金」という。）について、鳥取県手話検定等受験料助成事業費補助金交付要綱第６条第２項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　本補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
２　額の確定時に既に補助対象経費から除かれている仕入控除税額　　　金　　　　　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額　　　　　金　　　　　　　　　円

４　３の額を仕入控除税額として算出した補助金実績相当額　　　　　　金　　　　　　　　　円
５　補助金返還相当額（１－４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円
　

